
 

 

 

 

 規則第２９号   

  

社会福祉法人陽光会  

指定介護老人福祉施設サンライフ南町  

ユニット型指定短期入所生活介護事業運営規程  

 

 

第１章  事業の目的及び運営の方針等  

 

 

（目  的）  

第１条  社会福祉法人陽光会が運営する特別養護老人ホームサンライフ南町（以

下、「施設」という。）が行うユニット型指定短期入所生活介護の事業（以

下、「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び運営に関

する事項を定め、施設でユニット型指定短期入所生活介護の提供に当たる

従業者（以下「従業者」という。）が、要介護状態又は要支援状態にある

高齢者（以下「利用者」という。）に対し、適正なユニット型指定短期入

所生活介護を提供することを目的とする。  

 

（運営の方針）  

第２条  従業者は、利用者の心身の特性を踏まえて、その居宅において有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事等

の介護その他日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の

心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図

るものとする。  

 

（利用定員）  

第３条  利用定員は１０名とする。  

  ２  ユニット数及びユニットの利用定員は次の各号に掲げるとおりとする。 

一  ユニット数      １ユニット  

二  ユニットの利用定員  １０名  

    

第２章  従業者の職種、員数及び職務の内容  

 

（従業者の職種、員数及び職務内容）  

第４条  従業者は、指定介護老人福祉施設の従業者と兼務するものとし、職種、

員数は次のとおりとする。  

   一  管理者   １名（併設介護老人福祉施設管理者と兼務）  

   二  従業者   生活相談員  １名（併設介護老人福祉施設と兼務）  

          介護職員  ２８名（常勤２１名、非常勤７名、併設介護  

老人福祉施設と兼務）  

          看護職員   １名（併設介護老人福祉施設と兼務）  

          機能訓練指導員  １名（併設介護老人福祉施設と兼務）  

          管理栄養士    １名（併設介護老人福祉施設と兼務）  



 

 

  ２  職務内容は次のとおりとする。  

 一  管理者  

     施設の従業者の管理、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的

に行う。管理者に事故あるときはあらかじめ理事長が定めた従業者が

管理者の職務を代行する。  

   二  従業者  

     生活相談員  

         利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努

め、利用者又はその家族等の相談に応じるとともに、必要な助言そ

の他の援助を行う。  

     介護職員  

        利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援、日常生活の援助

を行う。  

   看護職員  

        常に利用者の健康状況に注意するとともに、健康保持のための適切

な援助を行う。  

     機能訓練指導員  

      日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止する

ための訓練を行う。  

     管理栄養士  

        利用者に提供する食事の管理、利用者の栄養指導に従事する。  

 

第３章  サービス利用に当たっての留意事項  

 

（内容及び手続きの説明及び同意等）  

第５条  ユニット型指定短期入所生活介護事業者（以下、「事業者」という。）

は、ユニット型指定短期入所生活介護の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記

した文書を交付して説明を行い、サービスの内容及び利用期間等について

利用申込者の同意を得るものとする。  

２  事業者は、正当な理由なく指定短期入所生活介護の提供を拒んではなら

ない。  

３  事業者は、当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所の通常の事業の

実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切なユニット型指定短期入

所生活介護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利用者に係

る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の事業者等の紹介その他の必要

な措置を速やかに講じるものとする。  

 

（受給資格の確認）  

第６条  事業者は、当該ユニット型指定短期入所生活介護の提供を求められた場

合には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認

定等の有無及び要介護認定等の有効期間を確かめるものとする。  

２  事業者は、前項の被保険者証に、認定審査会の意見が記載されていると

きは、当該認定審査会意見に配慮して、ユニット型指定短期入所生活介護

を提供するように努めるものとする。  

 

（要介護認定等の申請に係る援助）  

第７条  事業者は、要介護認定を受けていない利用申込者に対しては要介護認定

の申請の有無を確認し、申請が行われていない場合は利用申込者の意思を

踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行うものとする。 



 

 

 

 

２  事業者は、要介護認定の更新申請が遅くとも前項の有効期間満了日の  

３０日前には行われるよう必要な援助を行うものとする。  

 

（心身の状況等の把握）  

第８条  事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護の提供に当たっては、利用

者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、

利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとする。  

 

（ユニット型指定短期入所生活介護の開始及び終了）  

第９条  事業者は、利用者の心身の状況により、若しくはその家族の疾病、冠婚

葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担

の軽減等を図るために、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障が

あるものを対象に、ユニット型指定短期入所生活介護を提供する。  

２  事業者は、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携により、ユニット型指定短期入所生活介護

の提供の開始前から終了後に至るまで利用者が継続的に保健医療サービ

ス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めるものとする。  

 

（サービスの提供の記録）  

第１０条  事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護を提供した際には、提供

した具体的なサービスの内容を記録するとともに、利用者からの申出が

あった場合には、文書の交付その他適切な方法によりその情報を利用者

に対して提供するものとする。  

 

第４章  ユニット型指定短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額  

 

（ユニット型指定短期入所生活介護の取扱方針）  

第１１条  事業者は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止にするよう、認

知症の状況等利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を

妥当適切に行うものとする。  

２  ユニット型指定短期入所生活介護は、相当期間以上にわたり継続して

入所する利用者については、次条第１項に規定する短期入所生活介護計

画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行うものと

する。  

３  従業者は、ユニット型指定短期入所生活介護の提供に当たっては、懇

切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行うものとする。  

４  事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護の提供に当たっては、当

該利用者又は他の利用者が生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行って

はならない。  

５  事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない。  

６  事業者は、自らその提供するユニット型指定短期入所生活介護の質の

評価を行い、常にその改善を図るものとする。  

 

 



 

 

 

（ユニット型短期入所生活介護計画）  

第１２条  管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される

利用者については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、ユニット型指定短期入所生活介護の提供の開始前から終

了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性に配慮して、他の

従業者と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的

なサービスの内容等を記載したユニット型短期入所生活介護計画を作

成するものとする。  

２  ユニット型短期入所生活介護計画は、既に居宅サービス計画が作成さ

れている場合は、当該計画の内容に沿って作成するものとする。  

３  管理者は、ユニット型短期入所生活介護計画の作成に当たっては、そ

の内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得

るものとする。  

４  管理者は、ユニット型短期入所生活介護計画を作成した際には、当該

計画を利用者に交付するものとする。  

 

（介護）  

第１３条  介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活

の充実に資するよう、次の各号に掲げる事項を適切な技術をもって行う

ものとする。  

    一  １週間に２回以上、適切な方法による入浴の機会の提供（入浴がさ

せられないときは清拭）  

    二  排泄の自立についての必要な支援  

    三  おむつを使用せざるを得ない利用者について排泄の自立を図りつ

つ、そのおむつの適切な取り替え  

    四  離床、着替え、整容等の日常生活上の行為の適切な支援  

 

（食事の提供）  

第１４条  事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事

を、適切な時間に提供するものとする。  

２  事業者は、利用者が可能な限り離床して、食堂で食事を摂ることを支

援するものとする。  

 

（機能訓練）  

第１５条  事業者は、利用者の心身状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送

る上で必要な生活機能の改善又は維持のための機能訓練を行うものと

する。  

 

（健康管理）  

第１６条  医師及び看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、

健康保持のための適切な措置をとらなければならない。  

２  従業者は、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速

やかに主治の医師又はあらかじめ事業者が定めた協力医療機関への連

絡を行う等の必要な措置を講じるものとする。  

 

（相談及び援助）  

第１７条  事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確

な把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じると

ともに、必要な助言その他の援助を行うものとする。  

 



 

 

（その他のサービスの提供）  

第１８条  事業者は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜利用者のためのレクリ

エーション行事を行うものとする。  

２  事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めるものとする。 

 

（利用料等の受領）  

第１９条  事業者は、法定代理受領サービスに該当するユニット型指定短期入所

生活介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該

指定短期入所生活介護に係る居宅サービス費用基準額から当該事業者

に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払いを受

けるものとする。  

２  事業者は、前項の支払いを受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の

額の支払いを利用者から受けることができる。  

    一  食事の提供に要する費用  

    二  滞在に要する費用  

    三  利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要とな

る費用  

    四  通常の送迎の実施地域を超えて行う送迎の費用  

    五  理美容代  

    六  その他ユニット型指定短期入所生活介護において提供される便宜

のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であっ

て、その利用者に負担させることが適当であると認められるもの  

３  前項第六号に規定する便宜の具体的な内容及び前項各号に掲げる事

項の具体的な費用については、管理者が別に定める。  

４  第２項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について文書

により説明を行い、利用者の同意を得るものとする。  

５  事業者は、法定代理サービスに該当しないユニット型指定短期入所生

活介護に係る利用料の支払いを受けた場合は、提供したユニット型指定

短期入所生活介護の内容、費用の額、その他必要と認められる事項を記

載したサービス提供証明書を利用者に対して交付するものとする。  

 

（通常の送迎の実施地域）  

第２０条  前条第２項第四号に規定する通常の送迎の実施地域は、前橋市、高崎     

    市、渋川市、吉岡町、榛東村のうち別紙２に記載する地域を除く地域と

する。  

    

第５章  非常災害対策  

 

（非常災害対策）  

第２１条  事業者は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常

災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものと

する。  

 

第６章   緊急時等における対応方法  

 

（緊急時等における対応方法）  

第２２条   従事者は、ユニット型指定短期入所生活介護を実施中に利用者の病状  

等に急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する  

等の措置を講ずるとともに、管理者に報告しなければならない。  



 

 

 

   ２  ユニット型指定短期入所生活介護を実施中に天災その他の災害が発  

生した場合、利用者の避難等の措置を講ずるほか、管理者に連絡の上  

その指示に従うものとする。  

 

第７章  その他運営に関する重要事項  

 

（利用者に関する市町村への通知）  

第２３条  事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護を受けている利用者が次

の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を

市町村に通知するものとする。  

    一  正当な理由なしに指定短期入所生活介護の利用に関する指示に従

わないことにより、要介護状態等の程度を増進させたと認められる

とき。  

    二  偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとし

たとき。  

 

（勤務体制の確保等）  

第２４条  事業者は、利用者に対し適切なユニット型指定短期入所生活介護を提

供できるよう、従業者の勤務体制を定めておくものとする。  

２  事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護事業所の従業者によって

ユニット型指定短期入所生活介護を提供するものとする。ただし、利用

者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。  

３  事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保する

ものとする。  

 

（衛生管理等）  

第２５条  事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供す

る水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなけ

ればならない。  

 

（掲示）  

第２６条  事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護事業所の見やすい場に、

運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料、苦情解決の

手順その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示す

るものとする。  

 

（秘密の保持等）  

第２７条  従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家

族の秘密を漏らしてはならない。このことは、退職者についても同様で

あるものとする。退職者に対する秘密の保持に関する措置については、

別に定める。  

２  事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用い

る場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該

家族の同意を、あらかじめ文書により得ておくものとする。  

 

 

 



 

 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項）  

第２８条  事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講  

じる。  

    一  虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催すると  

ともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。  

    二  虐待の防止のための指針を整備する。  

    三  従業者に対し虐待の防止のための研修を定期的に開催するために  

研修計画を定める。  

    四  前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。  

   ２  虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合は、再発の確実な防止策  

を講じるとともに市町村へ報告する。  

 

（苦情等への対応）  

第２９条  事業者は、提供したユニット型指定短期入所生活介護に係る利用者及

びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付

けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じるものとする。  

２  前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録するもの

とする。  

３  事業者は、利用者及びその家族からの苦情に関して市町村及び国民健

康保険団体連合会が実施する調査等に協力するとともに、指導又は助言

を受けた場合には必要な改善を行うものとする。  

 

（地域等との連携）  

第３０条  ユニット型指定短期入所生活介護の事業の運営に当たっては、地域住

民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

に努めるものとする。  

 

（事故発生時の対応）  

第３１条  事業者は、利用者に対するユニット型指定短期入所生活介護の提供に

より事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に

係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる

ものとする。  

２  事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記

録するものとする。  

３  事業者は、利用者に対するユニット型指定短期入所生活介護の提供に

より賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うものと

する。  

 

（記録の整備）  

第３２条  事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備するも

のとする。  

２  事業者は、利用者に対するユニット型指定短期入所生活介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存す

るものとする。  

    一  ユニット型短期入所生活介護計画  

     二  第１０条に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録  

    三  第１１条第５項に規定する身体拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

    四  第２３条に規定する市町村への通知に係る記録  

    五  第２９条第２項に規定する苦情の内容等の記録  



 

 

 

    六  第３１条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った  

処置の記録  

 

第８章  雑   則  

 

（改正）  

第３３条  この規程の改正は理事会の議決により行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
附   則  この規程は、令和６年８月１日より施行する。  
附   則  この規程は、令和７年４月１日より施行する。  
 



 

 

 別紙１（第１９条関係）   

 

１．食費・滞在費  

 

（１）介護保険負担限度額認定者以外   

料金の種類  日   額  

食事の提供に要する費用（１食単位）  
朝  食  ４９０円・昼  食  ６６０円  
夕  食  ７３０円・おやつ  １１０円  

（日  額  １，９９０円）  

滞在に要する費用    ２，４３０円  

 

（２）介護保険負担限度額認定者  

料金の種類  日   額  

食事の提供に要する費用  

補足給付基準額   １，４４５円  

第１段階認定者        ３００円  

第２段階認定者        ６００円  

第３段階認定者①   １，０００円  

第３段階認定者②   １，３００円  

滞在に要する費用   

第１段階認定者       ８８０円  

第２段階認定者       ８８０円  

第３段階認定者   １，３７０円  

 [補足事項 ] 

食費は、食事の提供実績により、上記の単価額を徴収する。なお、前日の

午後六時までに届け出のない欠食については提供されたものとみなし、当該

食費を徴収する。  

  

２．ユニット型短期入所生活介護費（１割自己負担額）  
 

 （１）併設型ユニット型短期入所生活介護費基本部分日額  

区  分  要介護１  要介護２  要介護３  要介護４  要介護５  

日  額  ７０４円  ７７２円  ８４７円  ９１８円  ９８７円  

 

 （２）併設型ユニット型短期入所生活介護費加算部分日額  

加算名称  日  額  算定要件（概要）  

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   ２２円  

介護職員総数のうち介護福祉士の  
割合が８０％以上  
＊サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  
 との併算定不可  

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   １８円  

介護職員総数のうち介護福祉士の  
割合が６０％以上  
＊サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  
 との併算定不可  

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）  
所定単位数  
×０．１４  

①介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）の  
１／２以上を月額賃金で配分  

②職場環境の改善・見える化  

③賃金体系等の整備及び研修の実施  
④資格や経験年数等に応じた昇給の  

仕組みの整備  

⑤処遇改善後の賃金年額４４０万円  
以上が１名以上  

⑥経験技能のある職員を事業所内で  
一定割合以上配置  

 



 

 

 

加算名称  日  額  算定要件（概要）  

機能訓練体制加算  １２円  
機能訓練指導員（常勤専従）を配置し機能  

訓練を実施  

看護体制加算（Ⅰ）  ４円  正看護師（常勤）１名以上配置  

看護体制加算（Ⅱ）  ８円  
①看護職員  ２５：１以上配置  

②看護職員  ２４時間連絡体制確保  

看護体制加算（Ⅲ）  １２円  
（Ⅰ）の要件を満たし、要介護３以上の  

利用者が７０％以上の場合  

＊（Ⅰ）と併算定不可  

看護体制加算（Ⅳ）  ２３円  
（Ⅱ）の要件を満たし、要介護３以上の  

利用者が７０％以上の場合  

＊（Ⅱ）と併算定不可  

夜勤職員配置加算（Ⅱ）  １８円  

基準配置数に加え１名（＊０．９名）以上

の夜勤職員配置  

＊見守り機器を入所者数の１０％以上に  

設置し当該機器を安全かつ有効に活用  

するための委員会を設置し、必要な検討  

を実施  

夜勤職員配置加算（Ⅳ）  ２０円  

（Ⅱ）の要件を満たし、夜勤時間帯を通じ

て看護職員を配置又は喀痰吸引等の実施が

できる介護職員を配置  

＊（Ⅱ）との併算定不可  

送迎加算（片道分）  １８４円  利用者の希望により送迎を実施  

療養食加算  ８円 /回  医師の食事箋に基づき療養食を提供  

認知症専門ケア加算（Ⅰ）  ３円  

①認知症ケアに関する専門研修修了職員を  
基準以上配置  

②入居者総数のうち認知症者（日常生活  

自立度Ⅲ以上）の割合が５０％以上  

認知症専門ケア加算（Ⅱ）  ４円  
（Ⅰ）の要件を満たし認知症介護指導者  

研修修了者を配置  

緊急短期入所受入加算  ９０円  
居宅サービス計画に位置付けられていない  

緊急利用者を受け入れ  

医療連携強化加算  ５８円  

①重度者に対し急変予測・早期発見等の  

ため看護職員が定期的な巡視を実施  

②主治医連絡不能時の対応に係る取決めを  

 事前に行い重度な利用者を受け入れ  

＊前提条件＝看護体制加算（Ⅱ）算定  

看取り連携体制加算  ６４円  

①看護体制加算（Ⅱ）又は（Ⅳ）を算定  
②看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定し  

且つ短期入所生活介護事業所の看護職員  
により又は病院等若しくは本体施設の  
看護職員との連携により２４時間連絡  

体制を確保  
③看取り期における対応方針を定め利用  

開始時に利用者又は家族に説明し同意を  

得る  

口腔連携強化加算  
５０円  

（月１回）  

①介護職員による口腔衛生状態及び口腔  

機能の評価を実施  
②利用者の同意のもと歯科医療機関及び  

介護支援専門員へ評価結果の情報を実施  

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 
１０円  

（月１回）  

①見守り機器等のテクノロジーを１つ以上  
導入  

②生産性向上ガイドラインに基づいた業務  

改善を継続的に実施  
③１年毎に業務改善の取組による効果を  

示すデータを行政へ提出  

生活機能向上連携加算（Ⅱ）  ２００円 /月  

訪問・通所リハビリテーション事業所又は  

リハビリテーションを実施している医療  

提供施設の理学療法士等が施設を訪問して  

共同で個別機能訓練計画書を作成  

在宅中重度者受入加算  ４１３円  
短期入所生活介護の利用中に訪問看護事業

所のサービスを併用  

認知症行動・心理症状緊急対応  
加算  

２００円  
医師が認知症行動・心理症状を認め緊急  

（一時的）な施設入所を実施  

＊算定限度＝入所日より７日以内  



 

 

 

加算名称  日  額  算定要件（概要）  

若年性認知症利用者受入加算  １２０円  

若年性認知症利用者（６５歳未満）を受入

れ個別の担当者を定め当該利用者の特性や  

ニーズに応じたサービスを実施  

＊認知症行動・心理症状緊急対応加算との  

併算定不可  

 

（３）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費基本部分日額  

区  分  要支援１  要支援２  

日  額  ５２９円  ６５６円  

  

（４）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費加算部分日額  

加算名称  日  額  算定要件（概要）  

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   ２２円  

介護職員総数のうち介護福祉士の  
割合が８０％以上  
＊サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  
 との併算定不可  

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   １８円  

介護職員総数のうち介護福祉士の  
割合が６０％以上  
＊サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  
 との併算定不可  

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）  
所定単位数  
×０．１４  

①介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）の  
１／２以上を月額賃金で配分  

②職場環境の改善・見える化  

③賃金体系等の整備及び研修の実施  
④資格や経験年数等に応じた昇給の  

仕組みの整備  

⑤処遇改善後の賃金年額４４０万円  
以上が１名以上  

⑥経験技能のある職員を事業所内で  
一定割合以上配置  

機能訓練体制加算  １２円  
機能訓練指導員（常勤専従）を配置  
し機能訓練を実施  

送迎加算（片道分）  １８４円  利用者の希望により送迎を実施  

療養食加算  ８円 /回  医師の食事箋に基づき療養食を提供  

認知症専門ケア加算（Ⅰ）  ３円  

①認知症ケアに関する専門研修修了  
職員を基準以上配置  

②入居者総数のうち認知症者（日常  

生活自立度Ⅲ以上）の割合が５０  
％以上  

認知症専門ケア加算（Ⅱ）  ４円  
（Ⅰ）の要件を満たし認知症介護  
指導者研修修了者を配置  

口腔連携強化加算  
５０円  

（月１回）  

①介護職員による口腔衛生状態及び
口腔  

機能の評価を実施  
②利用者の同意のもと歯科医療機関  

及び介護支援専門員へ評価結果の  
情報を実施  

生産性向上推進体制加算（Ⅱ）  
１０単位  

（月１回）  

①見守り機器等のテクノロジーを  
１つ以上導入  

②生産性向上ガイドラインに基づい  
た業務改善を継続的に実施  

③１年毎に業務改善の取組による  
効果を示すデータを行政へ提出  

生活機能向上連携加算（Ⅱ）  ２００円 /月  

訪問・通所リハビリテーション事業  
所又はリハビリテーションを実施し  
ている医療提供施設の理学療法士等  
が施設を訪問して共同で個別機能訓  
練計画書を作成  

認知症行動・心理症状緊急対応  
加算  

２００円  

医師が認知症行動・心理症状を認め
緊急  
（一時的）な施設入所を実施  
＊算定限度＝入所日より７日以内  

若年性認知症利用者受入加算  １２０円  

若年性認知症利用者（６５歳未満）
を受入れ個別の担当者を定め当該利
用者の特性や  
ニーズに応じたサービスを実施  
＊認知症行動・心理症状緊急対応  

加算との併算定不可  



 

 

 
※上記費用は自己負担割合が１割の場合であり、一定以上の所得のある方は  

自己負担割合が２～３割となります。  
 

（５）地域区分  

    前橋市は介護保険上の地域区分が７級地に該当するため、介護保険給付
による利用料は、上記の合計金額に１．７％を加算した額となります。
（円未満切捨て）  

 
 

３．その他の費用  
 

料金の種類  金    額  

通常の送迎の実施地域を超えて行う  
送迎の費用  
＊事業所より 10kmを超過した地点からの  

実走行距離に対し加算（ 1km未満四捨五入）  

５ ０ 円 ／ １ ｋ ｍ  

複写物の交付  
１ ０ 円 ／ １ 枚 （ モ ノ ク ロ ）  
５ ０ 円 ／ １ 枚 （ カ ラ ー ）  

特別な食事の費用  実  費  

レクレーション・クラブ活動費  
（材料費代）  

実  費  

理美容代  実  費  

その他日常生活上必要となる諸費用  実  費  

   [補足事項 ] 

 

上記サービスの利用は、入居者及びその家族の希望による任意選択による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 別紙２（第２０条関係）   

 

 

１．通常の送迎の実施地域  
 
 

通常の送迎の実施地域は、前橋市、高崎市、渋川市、吉岡町、榛東村  

のうち下記に記載する地域を除く地域とする。  

 
 

 
（１）前橋市（５０音順）  
 
   新井町・荒口町・荒子町・飯土井町・泉沢町・市之関町・今井町  

笂井町・大胡町・大前田町・柏倉町・粕川町・金丸町・上大屋町  
上増田町・河原浜町・神沢の森・小坂子町・小島田町・駒形町  
下阿内町・下大屋町下川町・下佐鳥町・下増田町・滝窪町・鶴が谷町  
鶴光路町・徳丸町・富田町・苗ヶ島町・中内町・新堀町・西大室町  
西善町・二之宮町・鼻毛石町・馬場町・東大室町・東金丸町・東善町  
樋越町・房丸町・嶺町・宮地町・三夜沢町・茂木町・横沢町・力丸町  

 
 
（２）高崎市（５０音順）  
 
   阿久津町・石原町・岩押町・岩鼻町・片岡町・金井淵町・上大島町  

上里見町・上佐野町・上滝町・上豊岡町・上中居町・上室田町  
北久保町・北双葉町・木部町・倉賀野町・倉渕町・栗崎町・剣崎町  
神戸町・佐野窪町・新後閑町・下大島町・下大類町・下斎田町  
下里見町・下佐野町・下滝町・下豊岡町・下中居町・下之城町  
下室田町・下和田町・十文字町・宿横手町・白岩町・城山町・新町  
台新田町・高関町・高浜町・竜見町・寺尾町・常盤町・中居町  
中里見町・中島町・中豊岡町・中室田町・根小屋町・乗附町・鼻高町  
榛名湖町・榛名山町・東中里町・聖石町・藤塚町・双葉町・本郷町  
町屋町・三ツ子沢町・宮沢町・宮原町・八千代町・矢中町・山名町  
八幡原町・八幡町・吉井町・若田町・和田多中町・綿貫町・和田町  

 
 
（３）渋川市（５０音順）  
 
   赤城町・阿久津・伊香保町・石原・祖母島・小野子・金井・上白井  

川島・北牧・渋川・白井・中郷・中村・南牧・半田・吹屋・北橘町  
行幸田・村上・横堀  

 
 
（４）榛東村  
 
   上野原  

 

 


